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２．成果指標

３．施策の評価

小学校児童を持つ世帯数 世帯 3,431 3,313 3,271 3,280 -

施策番号 68 施策名 安心して子どもを産み、育てられるまち 総合計画掲載頁 108

世帯 2,860 2,877 2,816 2,803 -

施策評価シート

評価年度 平成２９年度 事業実施年度 平成２８年度 施策主管次長名 子育て健康部次長　林　晴義

H30計画 総計目標

関係課名 子育て支援課、教育行政課、健康推進課

施
策
の
目
的

対　象
市民、保護者
（児童とその家族）

対象指標名 単位 H27実績 H28実績 H29計画

-

意　図 安心して子育てをしてもらう

成
果
指
標
名

放課後児童クラブの待機児童数

人 3,768 3,778 3,696 3,678 -

就学前の児童を持つ世帯数

就学前の児童数

単位 H27実績 H28計画 H28実績

子育てに関する相談件数

家庭教育学級の参加者数

小学校の児童数 人 4,152 4,038 3,975 3,997

H29計画 H30計画 総計目標

保育園の待機児童数

12 0 -保育園の待機児童者数

人 33 30 32 45 20

1,904 1,200 1,200 -家庭教育学級の参加者数

-

指標設定の考え方と把握方法 利用者の入所希望に達成しているかとして設定し、利用申込み者数にて把握

指
標
②

成果指標名 単位 H27実績 H28計画 H28実績 H29計画

指
標
①

成果指標名

放課後児童クラブの待機児童数

H30計画 総計目標

人 0 36 37

指標設定の考え方と把握方法 利用者の入園希望に達成しているかとして設定し、入園申込み者数にて把握

成果指標名 単位 H27実績 H28計画 H28実績 H29計画 H30計画

指標設定の考え方と把握方法 悩み等が相談により解消されたかとして設定し、相談記録簿にて把握

指
標
④

成果指標名 単位 H27実績 H28計画 H28実績 H29計画 H30計画

指
標
③
子育てに関する相談件数

総計目標

件 745 800 663 700 700 -

総計目標

人 1,291 1,200

今後の取組の方
向性及び次年度の
取組

◆放課後児童クラブは、児童数の増加及び対象児童拡大に対応していくため、各クラブの2教室化を図り、円滑な運営を行う
ため、民間への運営委託を進める。
◆核家族化に対応し女性が子育てしながら働きやすい環境を確保し、多様化する子育てニーズに対応するため、小規模保育
事業所の公募をはじめ、保育園の運営、3歳未満児の充実、病児・病後児保育事業等の充実を図る。

(３０年度の取組)
放課後児童クラブについて、北部・天王・三好丘・緑丘において2教室化並びに民間への運営委託の実施を目指す。
保育園ついては、施設の改修の実施や小規模保育事業所など民間施設の活用に取り組み、待機児童の解消を図る。
また、子育て支援の拠点施設として開設した「子育て総合支援センター」をはじめ、相談業務等の充実を図る。

市民意識 重要度 高い 満足度 低い 平成28年度市民アンケート調査による

達
成
度
評
価

近隣との比較

・放課後児童クラブの待機児童(H28年4月１日現在)は、日進市59人、みよし市32人、東郷町、豊田市及び刈谷市は待機児童
はない。
・保育園の待機児童(H28年10月１日現在)は、豊田市161人、刈谷市7人、日進市6人、東郷町39人で、みよし市は41人。
・子育て相談件数は、刈谷市834件、東郷町150件で、みよし市は663件で地域によっては差がある。

過去３年間の実
績との比較

・待機児童数は、放課後児童クラブでは、H25年度15人、H26年度19人、H27年度33人と増加している。H28年度は前年度より
１人（3.0%）の減となっている。また、保育園は、H27年度までは無かったが、H28年度に37人発生している。
・子育てに関する相談件数は、H25年度1,010件、H26年度697件、H27年度745件であり、H28年度は前年度と比べ82件
（11.0%）減となった。
・家庭教育学級の参加者数は、H25年度917人、H26年度1,005人、H27年度1,291人と増加しており、H28年度は前年度と比
較して613人（47.5%）増であり、増加傾向にある。

現状と課題

◆放課後児童クラブの利用にあたり、ニーズに応えるため平成28年度から利用時間を30分延長した。今後は、対象児童が「小
学校に就学しているおおむね10歳未満の児童」から「6年生まで」に拡大されることから、さらに放課後児童クラブの利用増加
が見込まれる。そのため、各クラブの拡大等、空き教室に関しての教育委員会との調整が益々必要となる。
◆保育園において、3歳児からの待機児童はいないが、3歳未満児の入所要件の緩和、女性の社会進出の増加、育休制度等
の充実に伴い職場復帰により、家庭にて保育をすることができない児童数、0歳児、1歳児及び2歳児の増加が見込まれる。

指標設定の考え方と把握方法 家庭教育の関心度・必要性を高めるためとして設定し、参加者数にて把握

項目 評価のコメント

施策の成果向上に
向けての市民と行
政の役割分担

市民 子育てに関する不安や悩みを解消し、健全な子育てに努める。

行政
・放課後児童クラブや保育園等で家庭で保育することができない児童を対象に子育て支援を行う。
・子育てに関する相談、学習機会の提供などの子育て支援事業を推進する。


